平成22年度　第1回 産業医部会 幹事会議事録
日時：平成22年5月25日（火）17：00～19：00
場所：フェニックスプラザ401号室
出席者：広瀬　俊雄（部会長）、斉藤　政彦（副部会長）、伊藤　正人、彌富美奈子、色川　俊也、

岩田　全充、岡田　章、織田　進、佐藤　広和、菅沼　成文、谷山佳津子、田畑　正司、
寺澤　哲郎、中平　浩人、中西　一郎、中屋　重直、昇　淳一郎、藤代　一也、宮本　俊明、

山本　真二、三好　裕司　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計21名
欠席者：宇土　博、佐藤　修二、福本　正勝、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 3 名
（五十音順：敬称略）
議題：
審議事項
１．最近の情勢変化の評価と部会としての政策確立について
　　①産業医の継続的かつ体型的な育成推進事業調査研究について
　　　　広瀬部会長より、「産業医の継続的かつ体系的な育成推進事業調査研究報報告書」（代表者：森晃爾産業医大副学長）の一環で平成22年2月に部会長へのヒアリングが行われ、産業医業務の課題および展望等に関する同返答内容について報告があった。特に同返答の中で、問題を抱えている事業場では産業医（嘱託産業医）の出務頻度を現状よりも増加させる必要があること、過重労働面談を産業医固有の業務として取り扱うのではなく、衛生管理者や看護職によって行われる面談等で得られる情報を元に産業医が助言を行うなど、産業医業務が相談業務に終わることがないよう過重労働面談実施過程に工夫を加える必要があること、および、当部会としては産業医が事業場関係者間の連携を確保する能力を高めるための支援事業を構築および提起する必要があるとも述べたとの報告があった。
　　②定期健診における胸部エックス線写真対象者見直しに関する改正について
　　　　広瀬部会長より、定期健診における胸部エックス線写真対象者見直しに関する情勢について説明があった。田畑幹事から、関係先事業場の産業医に本件への対処方針を確認している健診機関も有るが、現時点では省略しない企業が多数であるとの報告があった。宮本幹事からは、安衛法45条（深夜業等の特定業務従事者に対する健診）の改正が無いため長時間労働者等が除外できず、確認作業の煩雑さ等から現状では省略が困難である見解も示された。

　　③都道府県産業保健推進センターの大幅縮小施策について
　　　　広瀬部会長より、厚生労働省内仕分けで方針が出された(独)労働者健康福祉機構都道府県産業保健推進センター事業の大幅縮小に関する情勢および、本件に関する当学会理事会声明「独立行政法人労働者健康福祉機構産業保健推進センターの大幅縮小について」に関する説明があった。織田幹事からは、産業保健推進センターにおける業務実態等について報告があった。
　　④日本医師会認定産業医制度指定研修会の前期講習会主催者の制限強化について
　　　　広瀬部会長より、日本医師会認定産業医指定研修会の前期講習主催要件の制限強化によって医師会本体と自治医大および産業医大で行われる講習会以外では前期講習単位が交付されないことにより認定産業医資格の取得が困難となること、当学会主催の研修会における交付単位への影響が出る可能性があることについて説明があった。

　　⑤健診へのうつ病スクリーニング導入に関する厚生労働大臣発言について
　　　　広瀬部会長より、健診におけるうつ病スクリーニングに関する厚生労働大臣発言に関し、当部

　　　会としてはうつ病対策における産業医の役割について8月20日の当部会第2回幹事会までに見解の取りまとめを行い、9月4日の第3回理事会で当部会見解を表明する方針について提案があり、承認された。また、安衛法上で本件について規定して事業者責任の下で実施する場合は関係各方面で混乱を来す可能性もあり、当学会産業精神衛生研究会が取りまとめる意見書内容をにらみつつ、当部会ホームページあるいは部会報で表明する方針についても示された。岡田副理事長からは、本件は既に一般紙で報道されており、学会誌イエローページでの当部会見解表明も検討に値するとの考えが示された。
２．専門医制度改革への当部会としての対応について
　　　　藤代幹事より、東敏昭専門医制度委員会委員長を8月20日の第2回幹事会に招聘して協議予

　　　定であるとの説明があった。広瀬部会長より、先の理事会において、専門医の前段階に専攻医を
　　　新設する改革案が承認されたとの報告があった。斉藤副部会長より、同委員会は学会内の独立し

　　　た組織ではあるが、次回の第2回幹事会における東委員長との協議等を経て、今後は同委と当部

会との連携を確保する必要性について説明があった。

３．法人改革に伴う当部会としての対応について

　　　　斉藤副部会長より、法人改革への当学会の対応に伴い、会計等を始めとする学会全体のガバナンスが強化され、全国協議会等の運営に影響がある可能性について説明があった。昇幹事より、現在、公益社団法人への移行を目指して学会内で検討が進められる中、今夏に学会全事業に占める公益事業比率の見極め作業が予定されており、当部会事業を含めた全活動がこれに含まれるため、事業に関係する費用明細、領収証等を学会本部へ提出する予定について説明があった。
４．各地方会における人間工学セミナーの実施について
広瀬部会長より、四部会合同セミナー教材ＣＤの残り1500部について、販売収入から手数料を差し引いた残額を学会本部へ納付し、四部会合同企画関連費用として関係者間で申し合わせたとの説明があった。昇幹事より、今年度は、現在、東海・東北・関東・北陸甲信越の各地方会で本教材ＣＤを活用した研修会が計画されているとの報告があった。
５．第20回全国協議会（札幌）について

　　　　佐藤広和幹事より、第20回全国協議会（札幌）の準備状況について、10月13日(水)・14日(木)に四部会合同セミナーを、10月15日(金)にリレーワークショップを開催予定であるとの報告があった。また、最終日10月16日(土)の当部会企画において佐藤広和、彌富両幹事座長を担当することが承認された。
６．産業医フォーラムについて

　三好幹事より、今般の第83回学術集会（福井）最終日5月28日(金)14:30～16:30に「産業医として働きやすい環境づくりに向けて」をテーマとして、企業への働きかけについて討議予定であることについて説明があった。
７．リレーワークショップについて
　田畑幹事より、第20回全国協議会（札幌）においては「産業保健における連携」をテーマとして開催予定であること、第21回全国協議会（福岡）におけるテーマについては四部会合同企画運営委員会において検討予定であることについて説明があった。また、これまでのリレーワークショップの討議成果が広瀬部会長によりまとめられ、産衛誌5月号に掲載予定であるとの報告があった。
８．四部会合同セミナーについて

　　　　広瀬部会長より、10月13日の合同セミナーに向けて実行委員会が組織されていることなどの準備状況について報告があった。
９．部会報について

　　　　斉藤部会長より、3月号が現時点では未発行であることについて状況説明があり、今回は特別に3月号と7月号の合併号とすることが了承された。宮本幹事から、編集会議等の設置等も検討を要する旨の見解表明があった。
１０．産業医部会総会について
　　　　昇幹事より、今般の第83回学術集会（福井）最終日5月28日(金)16:30～17:00に当部会総会を開催予定で、平成21年度事業報告、同会計報告、平成22年度事業計画の提示を行うことについて説明があった。
１１．産業医プロフェッショナルコースについて

　　　　藤代幹事より、昨年度の第14回プロフェッショナルコースの開催結果および収支について、および、今般の第83回学術集会（福井）会期中にプロフェッショナルコース委員会の会合を設けて新たなテーマの検討を行う予定について説明があった。
１２．次回役員会および幹事会の日程について
　　　　昇幹事より、8月20日(金)に第2回幹事会を東京都内にて開催予定であるとの説明があった。

報告事項
１．四部会長会議について

　広瀬部会長より、5月8日（土）の四部会長会議の中で、現在、四部会情報交換会を停止していることから、各部会で発行中の部会報を相互の幹事に送付の上、閲覧することについて申し合わせたこと、学会の新規入会申込書への部会選択欄が新設されることが理事会で承認され、今後、学会誌に同梱される予定であること、全国協議会の開催地は第22回が関東地方会であるとの申し合わせを行ったことについて報告があった。
　　以上







